平成14年11月11日

上牧町議会議長

今中伸行殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文教厚生委員長

 eq \o\ad(堀内英樹,　　　　　　)
14年度総務・文教厚生委員会の合同研修・視察報告

　　日　程　　10月1日（火）〜2日（火）1泊2日（別途に行程表あり）

　　宿　泊　　名古屋市クラウンホテル

　　訪問先　　滋賀県米原町および愛知県高浜市

　　参加者　　7名

　　　　　　議　員：服部、堀内、榊原、石丸、吉川、東（米原町のみ参加）

　　　　　　随　行：黒松事務局長

　　　　　　　（取扱業者：日本旅行大和高田支店）

　　目　次　　米原町の研修　　　　　　　　　　2〜4頁

　　　　　　　高浜市の研修・視察　　　　　　　　5〜7頁

　　　　　ただし、別途に資料および写真が事務局にて保管されている。

「米原（まいはら）町の研修」

日　時　　　10月1日（月）13時10分〜15時15分

場　所　　　米原町議会委員会室にて

テーマ　　　米原町の合併を問う住民投票について

　最初に、川崎町議会議長からあいさつと米原町の概要について説明を受けた。次いで政策推進室の平尾氏、村口氏から、合併を問う住民投票条例と住民投票の実施について説明を受けた。途中から村西町長が同席され、合併と住民投票について話を聞くことができた。
⑴米原町の概要

　米原町は滋賀県の東北部地域に属している。大阪から100㎞、名古屋から60㎞、福井から80㎞の距離に位置し、交通の要衝として知られる。ＪＲ東海道新幹線や東海道線の米原（まいばら）駅があり、名神高速道路と北陸自動車道のジャンクションがある。鉄道・高速道の国土幹線の結節点になっている。

　町域は帯状に東西にのび、北には天野川が扇状地や平野をひらき、東南部には鈴鹿山脈の北端に位置する霊仙山（1,084m）が広大な林地を形成し、西は琵琶湖に面した平坦肥沃な穀倉地帯が展開している。気候は、夏期太平洋型、冬季日本海型、最多風向きは、年間を通じ北もしくは北西の風となっている。

　町域のうち、山林46%、田畑16%、宅地7%、その他31%となっている。人口は12,580人と横ばい状態となっている。米原駅東部土地区画整理事業（38.6ha、

平成22年度まで）が行われている。
⑵米原町の合併についての意思を問う住民投票条例の骨子

　1)基本理念

　　町民の皆さんの将来生活にとって大きな影響を及ぼす合併問題について、

　本町においては地理的条件や住民の生活基盤の違いから様々な意見があり、

　そのパターンの選択にあたっては、町民の意思を確認し、もって民意を反映

　した選択をすることにより、将来の住民の福祉向上に資することを目的とする。

　2)投票資格者

　　投票資格者は、米原町議会議員および長の選挙権を有する者、および20歳

　以上の永住外国人で引き続き3ケ月以上米原町に住所を有する者のうち投票

　資格を得るための申請を行った者とする。

　　これは、国会等で議論されている参政権の問題に言及するものではなく、

　地域社会を構成する「住民」として、合併問題という地域課題について、投票

　資格を与えるものである。

　3)住民投票の形式

　　複数の合併パターンからの選択方式とする。

　4)住民投票の成立要件

　　投票率が2分の1を超えた場合に限り当該住民投票が成立するものとし、

　投票が成立しない場合においては、開票を行わないものとする。

　5)住民投票結果の尊重

　　町長は住民投票の結果について、尊重しなければならないものとする。

　6)条例の施行日等

　　公布の日から施行し、投票日後90日を経過した日に失効する。

⑶住民投票条例制定の考え方

　「市町村合併を問う住民投票」が滋賀県米原町で、3月31日（日）に実施された。合併問題の住民投票では、昨年5月に実施された埼玉県上尾市に続いて全国で２例目、合併案が可決された例は初めてである。産廃、可動堰、原発など、他のテーマを問う住民投票住民投票の実施例を含めて、7例目となる。

　今回、マスコミでも注目されたのは、国内で初めて永住外国人にも投票権を与えてことである。該当者31人のうち、13人が投票に参加した。

　同町の市町村合併への取り組みは、将来の町づくりへの問題提起であった。平成12年から、米原町が合併問題フォーラムを各地域で33回開催し、必ず村西町長が出席した。そのパンフレットに「地域のことは地域で決め、地域が責任を持って推進して行くことがますます重要になる。」とある。「自らによるまちづくり」を進めるため、「自己決定、自己責任、自己負担」のもと、従来の「国と地方」「住民と行政」の関係を新しい時代に即した関係につくりかえることが求められる、としている。

　そのうえで、地方自治体には、基礎的な行政サービスを提供できることとあわせて、地域課題に主体的に取り組み解決に導く政策が形成できること、さらにこれを支える健全な財政力を備えることが不可欠となり、これを可能とする有効な手段が市町村合併であると位置づけている。

⑷住民投票の実施

　住民投票の実施段階でも、有権者に対して積極的な情報提供が行われた。町の公式ホームページでの「将来のまちづくりと市町村合併」特集や住民投票公報まで発行された。住民投票公報も実にユニークで、投票の対象となる「４つの選択肢」だけでなく、推進団体の主張やそれぞれの賛成・反対意見を掲載している。

　さらに、町議会議員13人の「４つの選択肢」に対する見解まで掲載する念の入れようである。また、公職選挙法が適応されないことから、公共施設での各推進団体のパンフレット配布やポスターの掲示が行われた。

　立会演説会「未来のまちへのメッセージバトル」が、町住民投票実施本部の主催により、投票日の前２日間にわたって実施され、選択肢の合併対象となる彦根市、長浜市、山東町、伊吹町などの首長・商工会議所会頭・青年会議所代表などを迎え、支持する町議会議員らが参加した。各会場は、有権者で溢れかえった。

　投票結果は、有資格者9,765人、投票率69.6%（成立条件は50%以上）、坂田郡単独2,663票、湖東地域1,880票、湖北地域1,441票、合併しない765票、無効47票となった。

　村西町長は「判断は天の声であり、重く受け止めている。民意に沿った町の将来が実現できるよう協議したい」とコメントした。

　有権者も、住民投票を通じて自分たちの町に関心を寄せ、住民と行政の関係について当事者の立場で考えるよい機会であったといえる。69.6%という投票率の高さにも現れている。

⑸その後の経過
　米原町では、過去の経緯から三つの任意協議会に参画していたが、その後の協議で住民投票で最多となった坂田郡4町の合併協議が不調に終わった。その経緯を10月1日付けの町広報紙で町長は、次のように説明している。

「市町村合併に附する取り組みについて」　　　　　　米原町長　村西俊雄

　　今回は、市町村合併について、皆さんにご報告とお詫びを申し上げます。

　　当町の合併議論につきましては、去る3月31日に多くの住民の皆さんにご参加をいただき

　ました住民投票により、坂田郡4町合併の方針を明確にし、この間、その実現に向けて取り

　組みを重ねて参りました。しかしながら、近江町の「長浜市を含む合併」を望む姿勢に変化

　なく、これまでの経過と現状を冷静に勘案しますと、近江町自らが単独で坂田へ戻ることは

　極めて困難と認識せざるを得ない状況に至りました。そして、住民投票から約半年が経過

　した現時点においても、実現に向けた具体的協議が整わない以上、投票結果である坂田郡

　4町合併に、一旦、区切りを付けざるを得ないと考えるに至りました。

　　合併は相手のあることとは言え、坂田郡4町合併が円滑に進められなかったことについて、

　皆さんには、大変申し訳なくお詫び申し上げます。

　　今後、次善の策の検討を進めることになけますが、皆さんの意思を無にすることなく、

　発展的な思考でより良い合併実現のため、議論が単なる枠組み論に終始することなく、将来

　のまちづくりを見据えた冷静で十分な合併議論を進めて参りたいと考えています。

　　皆さんには、現状をご理解いただきますとともに、一層のご支援、ご協力をよろしく

　お願いいたします。

　住民が選択した合併の枠組みが協議不調に終わっても、村西町長は「情報公開と住民参加が合併問題を議論するうえでの鍵であり、住民投票の実施は、明らかに町を変えた。」と語った。

「高浜市の研修・視察」

日　時　　10月2日（火）10時〜11時15分

場　所　　高浜市いきいき広場

テーマ　　「総合窓口」について

　今回の視察研修は、市議会を通さないで住民福祉部に直接依頼した。総合窓口の山本美喜子主査が中心になって研修・視察にあたって頂いた。研修室で40分程度ビデオも使って説明を受け、あと「いきいき広場」を視察した。

⑴高浜市の概要

高浜市は、三河平野の南西部に位置し、衣浦湾に面した面積13㎢、人口3万9,207人(14年4月1日現在)、高齢者数6,057人（高齢化率15.44%）の小さな市である。名古屋市か南東に25㎞、名鉄電車で約50分の時間距離である。

三州瓦の主要産地として全国に知られ、全国53.7%のシェアを占める。また、近年においてはフォークリフトなど輸送用機器関連産業を中心に発展している。

森貞述市長（３期目、福祉自治体ユニット代表幹事）の強いリーダーシップのもと、住民参加や高齢者福祉の先進地(※)としても注目されている。

⑵独自な高齢者福祉や介護予防の取り組み

14年度の高浜市の一般会計予算は109億6,100万円、うち民生費は28億301万円、率にして25.5%である。介護保険特別会計は、14億3,228万円、介護保険料は、標準月額3,423円と愛知県内では最高額である。住民は高福祉・高負担を選択したまちで知られる。

同市の高齢者福祉は、介護保険事業計画と高齢者保健福祉計画の結合により、トータルで「高浜市介護保険・介護予防の総合的な実施及び推進に関する条例」に結実されている。介護保険だけでなく介護予防を含む“総合条例”であるところに最大の特徴がある。

総合窓口は、平成11年6月のオープンであるが、その理念を実現させる目的を担っている。

　・介護保険の基本理念3原則
　　①市内完結…市内において各種の介護保険サービスを十分受けられること。
　　②在宅重視…できる限り在宅介護を重視し、そのための環境が整備される
　　　　　　　　こと。
　　③高品質…介護保険サービスは、質が高くかつ多様な事業者や施設から
　　　　　　　総合的・効率的に提供されること。
　・介護予防の方針3原則
　　①健康の保持増進…健康の保持増進により、他の高齢者保険福祉施策と
　　　　　　　　　　　相まって、介護予防を効率的・総合的に推進すること。

　　②個人の取り組み支援…健康を保持増進することなどにおいて、個人ひとり
　　　　　　　　　　　　　一人の自主的な取り組みを支援することを原則と
　　　　　　　　　　　　　すること。

　　③多様な主体…特に介護予防については、市民尾ボランティアを含めた
　　　　　　　　　多様な主体の参画により、提供されること。

⑶「総合窓口」の位置づけと業務内容、機能など

　高浜市の介護予防は、総合的・効率的に行うことが原則になっている。具体的には、役所仕事にありがちな縦割りの欠点を除去し、保健・福祉その他の施策を総動員して行う。

　「総合窓口」がある「いきいき広場」は、同市の高齢者対策と地域づくりの拠点として、名鉄三河高浜駅前の再開発ビル２階に設けられている。福祉課、長寿課、いきいきひろば出張所、在宅介護支援センター、社会福祉協議会（社会福祉法人）、生涯学習（各種講座）、健康づくり（フィットネススタジオなど）、いきいきホール、介護・福祉機器ショウルームが配置されている。

　総合窓口は、それらの核となるコーナーであり、“トータルコーディネート”機能を持たせるために、“専門職のティーム”編成が行われている。

　業務分担としては、総合受付、介護保険（介護保険料徴収は長寿課）、高齢者関係の相談業務となっているが、その機能面で際だった特色がある。ワンストップ方式つまりそこに行けば何でも相談ができる。旅行代理店の発想である。

　とりあえず来てくださいということで、困りごとや法律相談、介護だけでなく働きたい、ボランティアをしたいなどの相談も受ける。相談内容によっては、日本福祉大学専門学校（同じ再開発ビル内に位置する）の専門スタッフの協力を求める。

　また、総合窓口は、介護保険の相談を受けるため、在宅介護支援センター、地域福祉サービスセンター、介護・福祉機器ショウルームも統括する。地域福祉サービスセンターはケアマネ事業所の三つと連携し、基幹型のケアマネ集団である。

　相談方法は、健康レベルと障害レベルを分断しないで、予防事業の紹介、要介護認定の申請、ケアプランの作成などを一つの窓口で対応する。

　そのために、ティーム方式で対応しており、市・法人・民間の職員が混在する。スタッフは12人で、長寿課2人（保健士、介護福祉士）、保健課1人（保健士）、社会福祉協議会1人、在宅介護支援センター2人（看護士、社会福祉士）、福祉大学専門学校2人（作業療法士ほか）、ショウルーム2人（相談専門員）、ＮＦＯ（レンタル業者）2人で構成されている。営業日は年中無休（12月29日から1月3日まで休業）、営業時間は8時30分から19時まで（土・日・休日は17時15分まで）となっているが、それぞれ勤務体系が異なるので苦労が多いという。

　ティーム運営としては、なじみ過ぎてもいけないし、それぞれの立場で切磋琢磨するようにし、民間のよいところを取り入れ、役所の問題点の改善に努めるようにしているとの話であった。

(※)高浜市については、13年8月7日（火）に「住民投票条例」について議会の総務・産業建設委員会合同研修・視察を行っている。また堀内英樹が同年11月2日に同市の「高齢者福祉・介護予防」と「住民参加」について視察・研修した報告がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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